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１【提出理由】

　

　平成24年６月27日に開催しました第35回定時株主総会における議決権行使結果を、金融商品取引法第24条の５第４項及

び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づいて提出するものであります。 

　なお、すべての議案は原案どおり承認可決されました。 

  

２【報告内容】
(1）当該株主総会が開催された年月日

　平成24年６月27日

　

(2）当該決議事項の内容

第１号議案　剰余金の処分の件

　①期末配当に関する事項

　1.総額金566,936,696円（うち、普通株式538,122,496円、種類株式Ｂ28,814,200円）

  2.当社普通株式１株につき４円

　3.当社種類株式Ｂ１株につき72円３銭５厘５毛

　4.効力発生日　平成24年６月28日　

　②種類株式Ｂ取得積立金の積立に関する事項

  1.減少する剰余金の項目及びその額

　  繰越利益剰余金       4,000,000,000円

  2.増加する剰余金の項目及びその額

  　種類株式Ｂ取得積立金 4,000,000,000円　　

　

第２号議案　自己株式（種類株式Ｂ）取得の件

　①取得する株式の種類及び種類ごとの数

　　当社種類株式Ｂ 40万株

　②株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容及びその総額

  　金40億円

　③株式を取得することができる期間

  　第35回定時株主総会（平成24年６月27日開催）の終結の時から平成24年９月30日まで　

　

第３号議案　定款一部変更の件

　　　　　　  ①提案の理由

　　　　　　　　1.種類株式Ｂに関する規定の削除

　　　　　　　　　種類株式Ｂの償還（取得・消却）が完了することに伴い、第２号議案により取得する種類株式Ｂ（全

株）の消却の実施を条件に、消却された日をもって、発行可能株式総数の変更及び種類株式Ｂ

に関する規定を削除する。また、上記変更に伴う条数の繰り上げ等所要の変更を行う。

　　　　　　　②変更の内容

（下線部分は変更箇所であります。）

現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

第１章　総則 第１章　(同左)

第1条～第5条（略） 第1条～第5条 （同左）　

第２章　株式 第２章　(同左)

第6条 （株式の種類及び発行可能株式総数）

当会社は、普通株式のほか、第2章の2に定める内容の株

式（以下「種類株式Ｂ」という。）を発行することができ

る。　

第6条 （発行可能株式総数）

（削る）
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現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

　当会社の発行可能株式総数は、2億3,240万株とし、この

うち2億3,200万株は普通株式、40万株は種類株式Ｂとす

る。但し、普通株式又は種類株式Ｂにつき消却があった場

合には、それぞれこれに相当する株式数を減ずる。

　

当会社の発行可能株式総数は、2億3,200万株とする。

　

　

　

第7条 （単元株式数）

当会社の普通株式の単元株式数及び種類株式Ｂの単元

株式数はいずれも1,000株とする。

　

第7条 （単元株式数）

当会社の1単元の株式の数は、1,000株とする。

　

第8条～第11条 （略）　 第8条～第11条 （同左）　　

第２章の２　種類株式Ｂ　 （削る）　

第12条（優先配当金）

当会社は、毎年3月31日の最終の株主名簿に記載の種類

株式Ｂを有する株主（以下「種類株主Ｂ」という。）及び

種類株式Ｂの登録株式質権者（以下「種類登録株式質権

者Ｂ」という。）に対し、普通株式を保有する株主（以下

「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者

（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、剰余

金の配当（以下種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに

対する剰余金の配当を「優先配当」という。）を行うもの

とする。　

（削る）

　

優先配当は次のとおりこれを行う。種類株主Ｂ及び種

類登録株式質権者Ｂに対し、種類株式Ｂ1株につき、その1

株当たりの発行価額に3月31日（当日が銀行休業日の場合

は前営業日）の全国銀行協会が発表する6ヶ月物の東京日

本円銀行間金利申込利率（以下「6ヶ月物円TIBOR」とい

う。）に1パーセントを加えた利率を乗じた金額（以下

「優先配当基準金額」という。）とその1株当たりの会社

法第461条に定める分配可能額（以下「分配可能額」とい

う。）のいずれか少ない額の配当を分配可能額がある限り

必ず行う。　

　　

当該事業年度において、次項に定める剰余金の配当を

行ったときは、種類株式Ｂ1株当たりの優先配当の金額は

その1株当たりの剰余金の配当の金額を控除した額とす

る。　

　

　

当会社は、第41条第2項により剰余金の配当を行うとき

は、種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対し、普通株

主及び普通登録株式質権者に先立ち、種類株式Ｂ1株につ

き、その1株当たり発行価額の2分の1に、9月30日（当日が

銀行休業日の場合は前営業日）の6ヶ月物円TIBORに1パー

セントを加えた利率を乗じた金額を上限として行う。　

　

　

第12条の2 （非累積型）　 （削る）　

種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対して優先配

当基準金額の優先配当を行わない場合においても、その差

額は翌事業年度以降累積しない。　

　

第12条の3 （非参加型） （削る）　

種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対しては、優

先配当基準金額を超える剰余金の配当は行わない。　
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現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

第12条の4 （残余財産の分配）　 （削る）　

種類株式Ｂ1株当たりの残余財産の分配額は、普通株式

の1株当たりの分配額の20倍とする。但し、種類株式Ｂ1株

当たりの分配額が、10,000円を超える場合は、10,000円を

超える部分についての残余財産の分配額は、普通株式の1

株当たりの分配額の1倍（上記20倍及び1倍を以下、各々

「分配額調整比率」という。）とする。　

　　

　普通株式に関して株式の分割、株式の併合又は株主に募

集株式の割当てを受ける権利を付与することにより行わ

れる新株の発行のうち時価を下回る発行価額による新株

の発行が行われた場合は、分配額調整比率は次の算式

（以下「分配額調整比率修正式」という。）により修正

するものとする。なお、当会社が自己株式を保有している

場合には、分配額調整比率修正式において、保有する自己

株式数は既発行普通株式数から、保有する自己株式に対

して発行される新株の数は新発行普通株式数から、それ

ぞれ控除するものとする。　

　

　

　

　

　

　

　

　

第12条の5 （議決権等） （削る）　

種類株主Ｂは、法令による別段の定めがある場合を除

き株主総会における議決権を有しない。

種類株式Ｂについては、株式の分割及び株式の併合は

行わないものとする。　

　

　

第12条の6 （当会社による種類株式Ｂの買受）　 （削る）　

当会社は、定時株主総会の決議に基づき自己株式を買

い受ける場合は、普通株式に優先して種類株式Ｂを買い受

けるものとする。　

　

　

第12条の7 （金銭を対価とする取得請求権付株式）　 （削る）　

当会社は、種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂの請

求に基づき、平成24年8月1日以降、毎事業年度に、前期の税

引後当期利益の2分の1に相当する額を上限として、種類株

式Ｂを発行価額にて取得する。但し、当会社の平成14年度

以降平成23年度までの各期の税引後当期利益の累積額が

100億円を超えていない場合は、上記の取得はできないも

のとし、この場合は、当該累積額に平成24年度以降の各期

の税引後当期利益を加えて100億円を超えた翌期以降から

上記の取得をするものとする。　

　

　

EDINET提出書類

日鐵商事株式會社(E02640)

臨時報告書

4/6



現　　行　　定　　款 変　　　更　　　案

第 ３ 章 株 主 総 会　 第 ３ 章 (同左)　

第13条～第16条　(略)　 第12条～第15条　(同左)　

第17条 （総会の決議方法）　 第16条 （総会の決議方法）　

株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがあ

る場合のほか、出席した議決権を行使することができる普

通株主の議決権の過半数をもって行う。　

株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがあ

る場合のほか、出席した議決権を行使することができる

株主の議決権の過半数をもって行う。　

会社法第309条第2項に定める決議は、普通株式の議決

権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を

有する普通株主が出席し、出席した当該株主の議決権の3

分の2以上をもって行う。　

会社法第309条第2項に定める決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主

が出席し、出席した当該株主の議決権の3分の2以上を

もって行う。　

第18条 （議決権の代理行使）

普通株主は、当会社の議決権を有する他の普通株主1名

を代理人として、その議決権を行使することができる。

第17条 （議決権の代理行使）

株主は、当会社の議決権を有する他の株主1名を代理人

として、その議決権を行使することができる。

第19条 （種類株主総会）

第14条、第15条、第16条、第17条及び第18条の規定（株

主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供、開

催場所、議長、決議方法及び議決権の代理行使）は、種類株

主総会について、これを準用する。　

（削る）

　

第４章 取締役及び取締役会 第４章 (同左)　

第20条～第29条（略）　 第18条～第27条（同左）　

第５章 監査役及び監査役会　 第５章 (同左)　

第30条～第38条（略）　 第28条～第36条（同左）　

第６章 計 算 等　 第６章 (同左)　

第39条～第42条（略）　 第37条～第40条（同左）　

　

第４号議案　取締役８名選任の件

  取締役として、今久保哲大、山口和夫、横山雄治、齋藤晴洋、玉川明夫、植村明男、今林靖博及び上総諭

の各氏を選任する。

　

第５号議案　監査役１名選任の件

  監査役として、竹内豊氏を選任する。　

　

第６号議案　補欠監査役１名選任の件

　補欠監査役として、国峰淳氏を選任する。　

EDINET提出書類

日鐵商事株式會社(E02640)

臨時報告書

5/6



　　

(3）当該決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

    並びに当該決議の結果　

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 可決要件　
決議の結果
（賛成の割合）

第１号議案

剰余金の処分の件　
110,244 156　 0　 (注)1可決（94.60％）

第２号議案　

自己株式（種類株式Ｂ）

取得の件　

110,290　 110　 0　 (注)1可決（94.64％）

第３号議案　

定款一部変更の件　
110,290　 110　 0　 (注)2可決（94.64％）

第４号議案

取締役８名選任の件　
　 　 　 　 　

今久保哲大 108,070　 2,330　 0　 (注)3可決（92.73％）

山口　和夫 109,810　 590　 0　 (注)3可決（94.23％）

横山　雄治 109,809　 591　 0　 (注)3可決（94.23％）

齋藤　晴洋 109,803　 597　 0　 (注)3可決（94.22％）

玉川　明夫 109,810　 590　 0　 (注)3可決（94.23％）

植村　明男 109,795　 605　 0　 (注)3　可決（94.21％）

今林　靖博　　 109,812　 588　 0　 (注)3　可決（94.23％）

上総　諭　 109,779 621 0 (注)3　可決（94.20％）

第５号議案

監査役１名選任の件　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　 　 　

(注)3　

　

竹内　豊 100,615　 9,785 0　 　 可決（86.34％）

第６号議案

補欠監査役１名選任の件　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 　 　

(注)3　

　

国峰　淳 100,609　 9,791 0　 　 可決（86.33％）

（注）1.出席した議決権を行使することができる普通株主の議決権の過半数の賛成であります。

    2.普通株式の議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する普通株主の出席及び出席した

当

　　　該株主の議決権の３分の２以上の賛成であります。　

    3.普通株式の議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する普通株主の出席及び出席した

当

　　　該株主の議決権の過半数の賛成であります。

　　　

(4）議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

　本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計したこと

により、可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の

確認ができていない議決権数は加算しておりません。

　 以　上
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